別紙様式
平成22年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名: 産学官連携ロボット研究開発事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　商工労働部 商工政策課 新産業・新エネルギー担当　電話番号：058-272-1111（内3089）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11351@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：32,601千円（前年度予算額：32,601千円）
	事業内容


	１　事業の内容


（１）WABOT-HOUSEプロジェクト研究費　
「岐阜県ロボットプラザ」を活用し、ロボット関連の研究開発を加速させ、また、産学官のメンバーと連携を強化し、実用化研究を促進することで、県内企業の技術力強化と今後成長が期待されるロボット関連産業の育成を図るため、協定及び事業協力協定を締結した早稲田大学とともに、最先端のロボット技術を中心とするプロジェクト研究を推進する。
（２）WABOT-HOUSE研究所運営委託費
 　岐阜県ロボットプラザを利用しロボットの研究を実施しているWABOT-HOUSE研究所（早稲田大学）に、当プラザの運営を委託。
	２　所要経費


（1） 継続（32,601）
　①WABOT-HOUSEプロジェクト研究費

28,000
　②WABOT-HOUSE研究所運営委託費

 4,601
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅱふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
　　６　モノづくり立県推進プロジェクト

　　産学官連携による研究開発
	２　これまでの取組状況


○平成13年11月　ロボット研究で歴史と実績を有する早稲田大学と協定及び事業協力協定を締結。テクノプラザに「WABOT-HOUSE研究所」を誘致。平成14年度からWABOT-HOUSEプロジェクト研究委託を締結し、プロジェクトを本格的に開始。ロボット研究開発拠点として、「岐阜県ロボットプラザ」が平成18年度に竣工。
○平成22年度の取り組み

研究開発委託

・人間-ロボット共生空間とＲＴコンポーネントの研究開発
・個別用途ロボットの実用化研究
・岐阜県ロボットプラザを活用した地域企業との連携施策に関する研究

	３　これまでの取組に対する評価


○最先端のロボット研究開発に係る要素技術の県内企業への移転に寄与
○テクノプラザ２期をはじめとした企業誘致のインセンティブとなった。（今仙技術研究所（犬山市）がテクノプラザⅢに移転予定）
○次世代ロボット産業の育成に寄与
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	32,601
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	32,601

	要求額
	32,601
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	32,601

	決定額
	32,601
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	32,601
































